
  様式９（添付１－３） 

令和５年度 帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 

（Ⅰ 帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業） 

事業内容報告書の概要 

地方公共団体名【 静岡県 】         

  

令和５年度に実施した取組の内容及び成果と課題 

１．事業の実施体制（運営協議会・連絡協議会の構成員等） 

（１）運営協議会 

会議名：日本語指導が必要な児童生徒支援担当者会議 

参加者：県教育委員会義務教育課、教育事務所担当者、日本語指導コーディネーター 

 

（２）連絡協議会 

会議名：帰国・外国人児童生徒等教育連絡協議会 

参加者：県教育委員会、教育事務所、市町教育委員会、 

外国人児童生徒スーパーバイザー、日本語指導コーディネーター 

２．具体の取組内容  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 

 

(1)  地域の外国人児童生徒等指導体制の推進に係る運営協議会・連絡協議会の設置・運営 

ア 運営協議会 

開催日：毎月１回 

内  容：各学校・市町への支援に関する情報交換、支援方針の検討、支援方法等 

イ 連絡協議会 

開催日：令和５年 10 月 20 日（金） 午後１時 15 分から４時 30 分まで 

内  容：講演、外国にルーツをもつ生徒の発表、事例紹介、行政説明、調査報告 

参加数：27 名 

 

(2)  学校における指導体制の構築 

ア 「拠点校」の設置及び日本語指導コーディネーターによる拠点校訪問 

・外国人児童生徒支援加配教員が配置された学校を「拠点校」と位置付けた。 



・各教育事務所に配置している日本語指導コーディネーターが拠点校等を訪問し、特別の教育課程の

編成・実施について、実態把握に努めるとともに助言を行った。 

・関係書類の保管状況等の確認を教育事務所による加配校訪問や実態調査の際に行い、適切に対応し

ていくよう指導した。 

イ 外国人児童生徒担当教員等研修会の開催 

    開催日：令和５年５月 24 日（水）静西教育事務所 参加人数：34 名 

令和５年５月 29 日（月）静東教育事務所 参加人数：81 名 

    参加者：外国人児童生徒支援加配教員、外国人児童生徒等が在籍する学校の教職員、 

市町教育委員会担当者 

    内容等：日本語指導・適応指導の在り方、特別の教育課程の編成･実施、 

外国人児童生徒等に対する日本語指導指導者養成研修」の伝達 

 

 

 

 

 

(3)  「特別の教育課程」による日本語指導の実施 

ア 年間の活動 

４月：「特別の教育課程実施マニュアル」の活用 

  ５月：外国人児童生徒担当教員等研修会の開催 ※（２）イ参照 

  10 月：帰国・外国人児童生徒等教育連絡協議会での情報共有 ※（１）イ参照 

  ２月：達成目標の評価 

イ 日本語指導コーディネーターによる市町教育委員会や学校に対する支援 

  ・対象となる児童生徒の日本語習得状況把握の支援 

   ・学級担任や担当教員等と児童生徒の来日時期や家庭環境等の情報共有 

  ・子供の実態に応じた目標設定、指導計画作成の支援 

  ・市町教育委員会開催の研修会等の助言や講師 

 

(4) 成果の普及  

【義務教育課】 

ア 静岡県教育委員会教育広報誌「Ｅジャーナルしずおか」への掲載 

  ・日本語による日本語指導の普及(やさしい日本語）について 

イ 静岡県教育委員会ホームページへの掲載 



  ・外国人児童生徒・保護者のための学校の手引き「ようこそ！日本の学校へ」 

  ・学校における「やさしい日本語」活用促進事業実施報告書 

  ・はじめての日本語とクラスの仲間づくり 

 【高校教育課】 

  外国にルーツを持つ生徒の多い、定時制通信制の副校長教頭会で事業紹介をしたり、各学校の具体的な実施状況について

情報共有したりすることで、より有効な事業活用について検討することができた。 

 

(5) 学力保障・進路指導 

ア 学校における「やさしい日本語」研修会の実施 参加人数：154 名 

講師：特定非営利活動法人 国際活動市民中心(CINGA)コーディネーター 新居みどり氏 

・「やさしい日本語」の概念、必要性、効果、活用例に関する講義 

・やさしい日本語実戦練習（学校文書編） 

 イ 「取出し指導での学習」と「在籍学級での学習」の連携 

・日本語指導コーディネーターが訪問校に対し、「取出し指導での学習」と「在籍学級での学習」の連

携についての助言 

ウ 外国人の子供の就学状況追跡調査の実施 

・文部科学省調査に加え、「不就学を含めた就学状況が不明な子供」の追跡調査を実施 

・帰国・外国人児童生徒等教育連絡協議会にて、市町担当指導主事がそれぞれの市町で追跡調査をどの

ように行っているか情報交換の実施。 

・日本の学校制度を理解するための多言語リーフレットの活用 

 

(7) ICTを活用した教育・支援 

ア タブレット端末の活用 

・学習支援アプリの活用例の提示 

・撮影動画を活用した児童生徒の情報交換など 

イ 自動翻訳機の活用 

・相談員等が対応できない言語への活用 

・散在地区での、緊急対応ツール 

・就学支援や支援体制が整うまでのコミュニケーションツール（突発的な転入学、編入学時） 

 

(8)  高校生等に対する包括的な教育・支援 

・日本語コーディネーターによる日本語学習講座及び個別支援により日本語の習得を目指すとともに、日本語のレベルを客

観的に捉える指標として日本語能力試験への積極的な挑戦を促す。 

・キャリアコンサルティング技能士によるキャリア支援を行うことで、就労についての正しい知識を身につけるとともに、



就労への啓発活動を行い、日本での外国人生徒の自立支援と地域経済の担い手となる外国人人材の育成を目指す。 

 

 

(10) 日本語指導ができる、又は児童生徒等の母語が分かる支援員の派遣 

  ア バイリンガルの相談員等の任用・派遣 

   ・「母語による日本語指導」を実施する。 

・ポルトガル語、スペイン語（8 人）、中国語（4 人）、フィリピノ語（４人）ベトナム語（１人）  

・訪問回数：小学校（448 回）中学校（244 回）特別支援学校（299 回） 計（991 回） 

  イ 日本語指導コーディネーターの任用・派遣 

   ・「日本語による日本語指導」を実施する。 

   ・２つの教育事務所に各２人 

   ・訪問回数：小学校（299 回）中学校（161 回）教育委員会等（42 回） 計（502 回） 

  ウ トータルサポート研修会の実施（年間８回開催） 

   ・教育事務所ごとに相談員等が集まり、情報共有 

・資質向上のための教材検討等 

３．成果と課題  ※取り組んだ実施事項（１）～（13）について、それぞれ記入すること 

 

(1) 地域の外国人児童生徒等指導体制の推進に係る運営協議会・連絡協議会の設置・運営 

【成果】 

 外国人児童・生徒のための指導体制を強化する目的で、運営協議会と連絡協議会を設立し管理することで、

実践的な支援体制を確立できた。協議会を通じて、市町村間での情報交換が促進され、具体的な支援策を考

える機会になった。 

【課題】 

 参加する市町教委が増えたが、年に一度の対面での連絡協議会開催が困難な市町教育委員会もあり、県の政策や市

町村間の連携の機会を逃している状況もある。児童・生徒への支援の充実を図るため、オンライン等を活用して「帰

国・外国人児童生徒教育連絡協議会」を充実させ、効果的な支援方法や体制の共有を図る。 

 

 

(2) 学校における指導体制の構築 

【成果】 

非常勤講師を対象とした研修体制確立が難しい状況の中、日本語指導コーディネーターによる訪問支援により、日

本語指導の支援を行うことができた。また、「特別の教育課程」における指導を受ける児童・生徒の数の増加を目指

し、外国人児童・生徒担当教員研修により、日本語指導や適応指導の方法の理解が深まり、支援教員の指導力が向上

を図った。 

【課題】 

外国人加配教員の基礎定数化がさらに進むため、各市町教育委員会における日本語指導能力を持つ人材への研修体



制を推進する必要があるが、県主催の研修会は年１回の開催のみとなっている。日本語指導コーディネーターによる

サポートの充実と、外国人児童・生徒担当教諭の研修内容のさらなる充実を図る。 

 

(3) 「特別の教育課程」による日本語指導の実施 

【成果】 

定期的な日本語指導コーディネーターの学校訪問により、児童・生徒の状況を正確に把握し、学校や担当教諭に対

して指導目標や計画の修正・実施に関する助言ができた。これにより、「特別の教育課程」で指導を受けた児童・生

徒の中で、個別の指導計画の目標を達成した割合は、小学校で95.0％中学校で98.6％となり、中学校では、10％上昇

した。 

【課題】 

 外国籍の児童や生徒に対する理解や指導方法に関する研修会が少なく、今後も、児童や生徒の実情に合わせた教育

方法を、研修会や日本語指導コーディネーターの派遣により周知していく。 

 

(4) 成果の普及  

【成果】 

WEBページでの情報発信により、学校だけでなく外国人児童生徒等関係に関わる全ての支援者に情報することで、県

の取組を広く周知することができた。またホームページに外国人児童生徒の初期支援に関わる資料を自由にダウンロ

ードすることで、外国人児童生徒等の生徒や保護者へも支援ができた。 

 

【課題】 

学校における「やさしい日本語」の普及のため、来年度は、学校における「やさしい日本語」研修会にて活用事例

を集め、WEBにて事例集を公開し、普及活動に努める。 

 

(5) 学力保障・進路指導 

【成果】 

「やさしい日本語」の認知や活用への意欲が年々高まっている。また、日本語指導コーディネーターによる訪問で

は、「取出し指導での学習」と「在籍学級での学習」の連携支援を図ったことで、児童生徒の実態に沿った、効果的

な取出し指導を行えるようになった。県独自で行っている、就学状況調査もあり、５月１日から、12月にかけて、追

跡対象者の69名が就学につながっている。各市町で就学状況確認のため、電話連絡や在留管理局への確認など就学に

向けての支援を行っている。 

【課題】 

学校現場では、外国人児童生徒支援担当の先生方が孤立しがちであるが、校長会などで、理解と協力を図ることで

、よりよい支援につながるため、今後も様々な地区で周知を図る。また、不就学状況追跡調査への取組は、市町によ

ってばらつきがあるため、好事例を県内に発信しよりよい支援方法や支援体制の共有を図る。 

 

（７）ICTを活用した教育・支援 

【成果】 

 継続的にICT活用、特に視覚的聴覚的な支援の方法を周知しているため、学校ごとのアレンジ教材等が見られるよう

になった。また、取り出し指導の時間割の通知や児童生徒、保護者への連絡手段としてICTを活用する学校が見られる



ようになった。 

【課題】 

 外国につながる子供の指導に生かせるICTツールがたくさん出てきているが、市町によって導入できないものが一定

数ある。基本的な翻訳ツール(DeepL、VoiceTra、Google翻訳など)が利用できないこともあり、支援の幅を制限される

ことがある。県内全域で共通して導入を推奨するものを周知していきたい。 

 

（８） 高校生等に対する包括的な教育・支援 

【成果】 

・日本語能力検定を76人が受験し、結果が分かっている59人のうち、合格したのは46人（77.9％）で、昨年度（47人

受験、32人（68％）が合格）を上回る数の生徒が合格した。日本語能力検定への挑戦と目標資格取得に伴い、日本

語を学ぼうという意識が高くなっている。 

・オンライン会議ツールを使ったキャリア支援、JLPT受験申込手続きのサポート、受験直前対策講座を年２回の受験

前（7月と12月）に実施した。  

・日本語個別支援を受けている生徒は、日本語支援の他にも相談に乗ってもらうこともあり教員以外の大人と接する

貴重な機会となっている。 

【課題】 

・家庭の事情で支援を中断せざるを得ない生徒や、家庭の経済問題などで意欲がなくなってしまい支援に前向きにな

れない生徒に対する支援方法が課題である。 

・オンライン会議ツールを使ったJLPT受験直前対策講座は、参加者が少なかった。自宅にネット環境がないことや、

自分のパソコンやタブレットを持っていないことが考えられるため、効果的な実施方法について今後も検討してい

く。 

 

（１０）日本語指導ができる、又は児童生徒等の母語が分かる支援員の派遣 

【成果】 

母語による日本語指導や適応支援を行うため、外国人児童生徒スーパーバイザーや相談員の支援により、「学校が

とても楽しい・楽しい」と答えた児童生徒の割合は、98％にもなった。また、日本語指導コーディネーターを活用し

た学校に対する調査結果では、支援が役に立ったという回答が100％であることから、各学校や児童生徒の実態に応じ

て適切に指導方法や計画を修正するサポートは、学校の指導体制の充実に大いに効果があると考えられる。 

【課題】 

  「母語による日本語指導」から脱却することができず、児童生徒の個々の日本語能力に応じた適切な日本語指導が

行われていないケースが見受けられる。学校に対し、「母語による日本語指導」と「日本語による日本語指導」の効

果についての理解を図る必要がある。 

 

本事業で対応した幼児・児童

生徒数 

 

幼稚園等 小学校 中学校 
義務教育 

学校 
高等学校 

中等教育 

学校 

特別支援 

学校 

      人 

（   園） 

    

688 人 

（139校） 

435 人 

（ 82校） 

0 人 

（ 0 校） 

151 人 

（ 24校） 

     人 

（   校） 

148 人 

（16 校） 



 

うち、特別の教育課程で指導

を受けた児童生徒数 

 

    

416 人 

（ 68校） 

 

    

277 人 

（ 41校） 

 

    

0 人 

（ 0校） 

 

    

0 人 

（ 0校） 

 

    

人 

（   校） 

 

110 人 

（19 校） 

 

 

 


